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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

事業実施段階における「ブ」国側の監督官庁は公共事業・定住省、実施機関は同省道路局であ

る。道路局には、道路部、橋梁部、調査設計部、建設機械部の常設部と、ADB 道路改良プロジェ

クト等実施中のプロジェクトを担当する幾つかのプロジェクト部よりなっている。本事業を直接

担当する部署は橋梁部であるが、建設機械のリースは建設機械部が、取付道路の建設は道路部が

担当することになる。 

無償資金協力として事業を実施する場合の施工・調達にかかる基本事項を以下に示す。 

① コスト低減のため、鋼橋上部工の製作は、第三国であるタイでの製作を検討する。ただし、

同国での鋼橋製作実績を踏まえて日本人技術者を派遣し、適切な品質を確保する。 
② 「ブ」国は簡易なベイリー橋による橋梁架設が主体で、本格的な橋梁の架設を経験する建

設業者がほとんどないことから、橋梁架設時には、各橋梁の架設工法に応じて必要となる

日本人技能工を配置して作業を円滑に進めるとともに、技術移転を図る。 
③ 橋梁下部工、取付道路工は、道路局の保有する建設機械を活用するとともに、護岸工、石

積み工において「ブ」国式の工法を採用し、現地業者の活用を図る。 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) サイト間のアクセスに関する留意事項 

本プロジェクトの橋梁サイトは、「ブ」国東北部のタンマチュー橋と、南西部のワクリタル

橋、スンコシ橋に分かれ、その東西サイトの距離は約 500km に及ぶ。この 2 サイトの間には

標高 3000m を越える峠や地滑り地帯があって、乾期においては 1 泊 2 日の旅程であるが、雨

期には交通がたびたび寸断され、数日～数週間におよぶ通行止めが生じることもある。よって、

本プロジェクトの施工計画／調達計画では、このような東西サイト間のアクセスが厳しい状況

であることを反映した現場管理体制、施工監理体制を立案する。 

(2) プンチョリンからのアクセスに関する留意事項 

資材の搬入ルートであるインド国境の町プンチョリンから各サイトに至る間には、比較的近

い南西部の 2 橋のサイトに対しても標高 3000m を越える峠や地滑り地帯があるため、冬季・

雨期の資機材搬入は最小限に止める計画とする。特に東北部のタンマチュー橋に対して、冬季、

雨期の資材輸送は原則として行わない計画とする。 

(3) 既存橋梁上の資材運搬に関する留意事項 

既存のワクリタル橋、タンマチュー橋、スンコシ橋の許容荷重はそれぞれ 18t、8t、12t で

ある。このうちワクリタル橋、スンコシ橋においては、ほとんどの資機材を分割運搬等により
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対岸へ移送することが可能であると考えられる。しかし、タンマチュー橋については、分割運

搬でも許容荷重を超える危険な状態が予想されるため、工事開始時にまず既存タンマチュー橋

の補強工事を行うものとする。 

また、橋梁架設に必要な 20t ラフタークレーンは、重量が 20t を越えるため、そのまま対岸

へ渡すことはできない。通常の油圧式クレーンでは分割が困難であるので、このクレーンにつ

いては分割可能なクレーンを我が国より運搬する計画とする。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本プロジェクトを無償資金協力で実施する場合の日本側と「ブ」国側の施工／調達区分は、以

下のとおりである。 

(1) 日本側負担分 

① 我が国あるいは第三国から荷揚港（インド国）までの資機材輸送 
② インド国の荷揚港あるいは資機材調達先からサイトまでの陸送 
③ 橋梁、護岸工、及び取付道路暫定形（「3-2-3 基本設計図 (1)～(3)（p.3-25～p.3-38）」

に示す道路で、アスファルト簡易舗装あるいは砕石舗装が施される）の建設 
④ 建設工事に伴う工事用ヤード、工事用道路、キャンプの建設と撤去 
⑤ 建設工事に必要な資機材、労務の調達 
⑥ 建設工事に必要な工事管理業務 
⑦ 事業実施に必要なコンサルタント業務 

(2) 「ブ」国側負担分 

① 工事に必要な用地の収用・補償、用地リース、用地内障害物の撤去 
② 建設前における用地の埋立て・整地、フェンス等の配置（必要であれば） 
③ 銀行取り決めに基づく、我が国の銀行に対する A/P 通知、手数料の支払い 
④ インドの港で荷揚げされる製品の関税の免除、通関手数料の免除 
⑤ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務の国内持込みに関して日本人に必要な便宜を

与えること 
⑥ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務に課される関税、国内税、付加価値税の支払い

を日本人に対して免除すること 
⑦ サイト近傍までの電気、水道、排水、その他付帯施設の配備  
⑧ 我が国による無償資金協力事業「道路建設機材整備拡充計画」で調達された機材を、本プ

ロジェクトの施工業者に優先的に貸与すること 
⑨ 日本側建設工事完了後の既存 3 橋梁の撤去工事 
⑩ 取付道路完成形（「3-2-3 基本設計図 (4) 参考図面（p.3-39～p.3-52）」に示す幅員6mの

道路で、厚さ 50mm のアスファルト舗装が施される）の建設。必要であれば、日本側が施
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工した簡易舗装・砕石舗装を、「ブ」国側は、工事を開始する前に撤去する。また、「完

成形」の工事後に不要となった「暫定形」の取付道路を撤去する。 
⑪ 本無償資金協力で建設される施設の適切な使用と維持管理 
⑫ 本無償資金協力で賄われる経費以外の施設建設に必要な経費を負担すること 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 実施設計・施工監理 

1) 実施設計の基本方針 

実施設計の基本方針は、以下のとおりである。 

• 実施設計の現地調査では、基本設計に基づいた現場確認作業、施工／積算に関する

補足調査、追加地形測量を行う。また、相手国政府機関と、詳細設計に伴う確認事

項についての最終的な協議を行う。 
• 国内作業にて詳細設計を完了させた後、相手国政府関係機関に詳細設計の内容につ

いて説明・協議を行う。 

2) 施工監理の基本方針 

施工監理の基本方針は、以下のとおりである。 

• 橋梁サイトが「ブ」国東部のタンマチュー橋と、西部のワクリタル橋、スンコシ橋に分

かれ、その東西サイトの離れは約500kmに及ぶため、この2箇所に現場事務所を置く。 
• 常駐施工監理者は、ワクリタル橋、スンコシ橋のある西部の現場事務所に配置する。 
• 技術移転を促進するため、常駐施工監理者はローカルエンジニアを指導し、日常の

品質管理・検査業務等については、主にローカルエンジニアが実施できるようにす

る。また、相手国政府関係者も技術移転の対象とする。 
• 東部の現場事務所にも常駐のローカルエンジニアを配置し、タンマチュー橋におけ

る準備工、下部工施工期間と橋梁架設後の護岸工事期間においては、常駐施工監理

者が巡回監理する体制をとる。 
• 平成 18 年度は 3 橋の下部工と 2 橋の上部工架設が施工される最盛期となる。この

期間において、日本人の施工監理者を別途配置する。 
• 日本国内において、本業務の支援体制を確立する。 

3) 施工監理業務内容 

現地に派遣された施工監理技術者は、現地で採用したローカル技術者を指導しながら、主

として以下の業務を遂行する。 

• 工事計画、施工図の承認 
施工業者から提出された工事計画書、工程表、施工図が契約図書（契約書、仕様書、

設計図等）に適合しているかを審査し、承認を与える。 
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• 工程監理 
施工業者から工事の進捗状況の報告を受け、工期内に工事が完成するよう必要な指

示を行う。 
• 品質検査 

搬入された工事材料や施工の品質が契約図書に適合しているか検査し、承認を与え

る。 
• 出来型検査 

施工された構造物等の形状を検査し、その出来形が監理基準に適合しているかの

チェックを行うとともに出来形数量を確認する。 
• 証明書の発行 

施工業者への支払い、工事の完了、瑕疵担保期間の終了等に際して、必要な証明書

を発行する。 
• 報告書の提出 

施工業者が作成する工事月報、完成図面、完成写真等を審査し、「ブ」国政府と

JICA に提出する。また、工事完了後に完了報告書を作成し、JICA に提出する。 

4) 調達監理計画 

鋼橋に用いるため調達する耐候性鋼材は、輸送時の取り扱いにより、安定錆の発生状況に

影響を与える。そのため、施工業者が事前に輸送計画を立案し、コンサルタントがその照査

を実施することで監理を行う。 

3-2-4-5 品質管理計画 

「ブ」国品質管理・規準局、IRC（インド道路協会）、国土交通省、日本道路公団の規定する

基準に準拠とする。なお、土工･コンクリート工に関する品質管理項目を、表 3-2-4-1、3-2-4-2 に

示す。 
表 3-2-4-1 土工に関する品質管理項目と頻度 

対 象 試験内容 頻 度 

路体部 5 万 m3ごと又は材料の異なるごとに 1 回、もしくは施工
箇所ごとに 1 回とする。 

路床部 1 万 m3ごと又は材料の異なるごとに 1 回、もしくは施工
箇所ごとに 1 回とする。 

構造物埋戻し土 

密度試験 
含水比試験 
液性・塑性試験 
CBR 試験 
突固め試験 

1 万 m3ごと又は材料の異なるごとに 1 回、もしくは施工
箇所ごとに 1 回とする。 

表 3-2-4-2 コンクリート工に関する品室管理項目と頻度 

対象 試験内容 頻度 
下部工 
上部工(床版) 

圧縮試験 IRC-21-1987(SECTION III CEMENTCONCRETE)の規定に
従い、実施する。 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 資材 

1) 基本方針 

建設工事に必要な材料で、現地にて入手可能な材料は原則として現地調達とする。また、

輸入品であっても、「ブ」国内市場で自由に入手できる材料は、現地調達とみなす。ただし、

品質に問題のあるもの、あるいは流通量が十分でなく、一定期間に入手し難いものについて

は、我が国及び第三国(インド)から調達することとする。 

2) 調達状況 

本工事に必要とされる主要な建設資材の調達状況は以下のとおりである。 

a. セメント 

「ブ」国内にて製造されるセメントは主に普通ポルトランドセメントである。現在の供

給量は国内需要量を上回り、余剰分はインドに輸出されている。なお、国策により海外か

らの輸入は認められない。セメント工場は表 3-2-4-3 に示すとおりである。 

表 3-2-4-3 セメント工場リスト 

製造企業 所 在 地 生産能力 
(ton / day) 備   考 

Penden  ゴムツ、サムチ 1,000 2002 年 5 月より増産、国内消費 80% 
Lhaki  ゴムツ、サムチ 150 1995 年より現状生産能力、国内消費 30% 
Druck パスカ、プンチョリン 100 2001 年に創立 
Yangzom タシジュン、サムチ 20～30 - 

一般的に使用されているセメントは Penden セメントであり、購入価格は他の材料と同

じように輸送費の差異により、表 3-2-4-4 に示すとおりに地域毎に異なる。 

表 3-2-4-4 セメント価格の地域差 

都市名    価格指標 都市名    価格指標 都市名    価格指標 
ゴムツ 1.000 ハ 1.352 トンサ 1.591 
サムチ 1.050 ペマガセル 1.378 タシガン 1.631 
プンチョリン 1.057 ダンプー 1.383 タシ・ヤンツェ 1.688 
ゲレフ 1.233 ワンディ・フォドラン 1.399 ジャカール 1.703 
サムドラップ・
ジョンカル 1.252 プナカ 1.404 モンガル 1.738 

サルパン 1.263 シェムガン 1.472 ルンツェ 1.872 
ティンプー 1.310 ダガナ 1.537 ガサ - 
パロ     1.310                             
出典）Penden Cement Authority Ltd. 2004.7.17 
注）・Gasa には輸送路なし。 

・セメント価格はこの１年間に一時 10%以上も上昇したが、調査時点では前年比 1～2%の上昇に留まっ
ている。 
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b. 骨 材 

砂は国内南部、すなわちインド平原に隣接する地域、あるいは急流河川が穏やかな流れ

となる平坦地域の河川にて採取される。しかしながら、雨期には河川の増水により採取場

所が限定されるので、乾期にある程度のストックを行う必要がある。一方、砂利は国内南

部に限られているので、砕石の利用が多い。 

砕石の需要量は建築や道路材料として拡大しているが、玉石や岩山を利用して稼動して

いる常設クラッシングプラントは数少ない。この供給を補足する手段は道路脇での人力に

よる砕石作りである。しかしながら、現在実施中の大型工事（ADB 援助による東西道路

の再舗装のようなプロジェクト）では、仮設クラッシングプラントを設置している。ちな

みに、東西道路の再舗装工事は 8 工区から成るが、各工区にプラントが設けられている。 

本計画における橋梁サイトごとの骨材供給元は表 3-2-4-5 に示すとおりである。 

表 3-2-4-5 骨材供給元 

骨材供給元 (備考） 
橋梁名 

砂 砕 石 

ワクリタル橋 ワンディ・フォドランの川砂採取場
所(現場から 54km) 

ワンディ･フォドラン方向へ 30km の国道沿い
にある既設砕石ﾌﾟﾗﾝﾄ(バイチュー橋近く) 

タンマチュー橋 現場から33km下流の川砂採取場所
(リワンチュー橋近く、県道脇) 

モンガルからタシガン方向へ60kmの国道沿い
にある既設砕石ﾌﾟﾗﾝﾄ（現場から 120km） 

スンコシ橋 ワンディ・フォドランの川砂採取場
所(現場から 73km) 

ワンディ・フォドラン方向へ 49km の国道沿い
にある既設砕石ﾌﾟﾗﾝﾄ(バイチュー橋近く) 

 
c. 鉄筋・一般的構造用鋼材・鋼製橋梁 

• 鉄 筋 
鉄筋はインドからの輸入品（TATA や SAIL ブランド品）を市場より調達が可能で

ある。鉄筋は降伏点強度 250MPa (=2,549kgf/cm2)の軟棒鋼や降伏点強度 415MPa 
(=4,232kgf/cm2)の冷間圧延異形棒鋼(ねじり棒)で、鉄筋径は 6、8、10、12、16、
20、22、25、28、30、32mm である。これらの鉄筋は品質保証書(ミルシート)の
ないことが普通であるとともに、ほとんどの鉄筋は錆状態で入荷されている。また、

輸送上の制約により、長さ12mの鉄筋が 180度に折り曲げられて搬入されるので、

曲げ部分は使用出来ない。よって、最大長で 5m 程度までの鉄筋しか使用出来ない

のが現状である。このような状況のため、我が国援助による第一次橋梁架け替え計

画においては、現場にて鉄筋調達先を品質保証の無いインド製から日本製に調達先

を変更している。しかし、最近になって、「ブ」国品質管理・規準局の試験室にて、

現場に入荷された鉄筋の引張試験が可能となった。したがって、本計画ではインド製

鉄筋を採用する。 
• 一般的構造用鋼材 

仮設工で用いるチャンネルや H／I 型のような一般的な構造用鋼材は、インドより

調達する。 
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• 鋼製橋梁 
鋼製橋梁の調達先として、品質や納期の面からは、我が国の耐鋼製鋼材を用いて我

が国で製作するのが最適である。しかしながら、事業費低減の面についても検討を

加えるため、以下のように、インド、タイでの鋼橋製作の現状についても調査した。 

インドではコルカタにある大規模な鉄工所から資料を取寄せた。当該工場の主要

な製造品は貨車やベイリー橋梁（実績数：125）であり、本計画の意図する橋梁の

経験がないとともに、品質や納期の問題が危惧される。 

タイではバンコク市内及び近郊の 2 箇所の鉄工所を調査した。どちらの工場も主

要な製造品は発電所や製油所設備等であり、橋梁（鈑桁）の実績が 1 件のみであっ

た。しかしながら、鉄工所の現状から鈑桁以外の鋼橋製作も可能と判断される。 

以上の調査結果より、本計画では日本調達の耐候性鋼材をタイで製作加工するこ

ととする。ただし、タイでは橋梁製作の実績が少ないため、我が国から数名の技

術者を派遣して指導させることとする。 

d. 型枠材・足場材・支保材 

• 型枠材 
型枠用の合板はインドからの輸入品を市場より調達が可能である。ただし第一次橋

梁架け替え計画の実績では、品質が悪いために 2 回程度の転用しか出来ない状況

であった。なお、メタルフォームは一部の建築現場では使用されているが、土木現

場ではほとんど採用されていないのが現状である。 

• 足場材・支保材 
足場材・支保材は竹材の使用が一般的である。首都内の橋梁現場や大規模ホテル建築現

場の一部では、単管パイプやパイプサポート等が使われている。ただしこれらは錆状態

で入荷される場合が多いので、クランプ等の付属品は日本調達とする。 

e. 生コン・アスファルト混合物 

• 生コンプラント・アスファルトプラント 
生コンプラントは発電所のような大規模工事では設置されてきたが、通常は傾胴式

ミキサーによって現場にてコンクリートを製造しており、本計画でも傾胴式ミキ

サーによるものとする。 

一方アスファルトプラントは、民間では保有しておらず、DANTAK(インド陸軍工

兵隊)でも「ブ」国内では人力による路上アスファルト加熱混合法を採用している。

道路局建設機械部はインド製の移動式小型アスファルトプラントを保有している

が、故障箇所が多く、現在はほとんど稼動していない。よって、本計画では、施工

数量が小さい点も考慮して、人力による路上アスファルト加熱混合法を採用する。 
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• コンクリート配合 
「ブ」国での一般的なコンクリート配合は、品質管理・規準局発行の「建築工事・

現場管理のガイドライン」に準処して、表 3-2-4-6 のように容積配合で行われている。 

表 3-2-4-6 「ブ」国での一般的なコンクリート配合 

配合比（容積） 
クラス 最低 28 日 

強度(Kg / cm2) セメント 
（袋） 砂（袋） 砂利（袋） 

用  途 

M10 100 1 3 6 － 
M15 150 1 2 4 均しコンクリート 
M20 200 1 1.5 3 鉄筋コンクリート 
M25 250 1 1 2 重要鉄筋コンクリート 

 
本計画では、下部工にはσck=21N/mm2、上部工の床版にはσck=24N/mm2のコンクリー

トを採用すことになった。それぞれの配合は、第一次橋梁架け替え計画の配合設計結果（表

3-2-4-7）を参考とする。 

表 3-2-4-7 コンクリート配合設計結果（σck=21N/mm2、クリ橋の例） 

最大粗骨材
(mm) 

W/C 
(%) 

s/a 
(%) 

W 
(kg/m3)

C 
(kg/m3)

S 
(kg/m3)

G 
(kg/m3) 

減水剤 
(Lit./m3) 

AE 
(Lit./m3)

40 45.0 39.0 180 400 628 1041 1.30 0.035 

 
f. 燃料 

ガソリンや軽油はインドからの輸入により、主な県庁所在地の取扱業者（Bhutan Oil 
Distributors、Druk Petroleum Co., Ltd.、Damchen Petroleum Distributors）のガソリ

ンスタンドより調達可能である。 

燃料価格は、セメントと同じように地域により異なっている。また、今年に入って 3 回

目の値上げが生じている現状を積算に反映する。 

g. その他 

• 盛土材 
平地の少ない「ブ」国においては軟弱地盤は稀であり、岩が露頭している箇所以外

の山地は、森林局の許可次第によって土取場となり得る。本計画では土工部盛土は

ほとんどないが、橋台裏込土用の良質土採取が必要となる。盛土材は各橋梁とも

10km 以内の法面から採取可能と考えられる。 

• 発破 
「ブ」国では、露頭している岩盤の切土には、インド調達の火薬（ダイナマイト）

を一般的に使用している。本計画では、既設橋や家屋に近接する箇所が多い工事と

なるため、ブレーカーによる岩掘削を基本とする。 
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• 水 
「ブ」国の河川は雨期に濁りを生じるので、コンクリート練混ぜ用の水を年間を通

じて河川から取水することはできない。したがって、本計画では練り混ぜ水を近隣

の沢より取水し、ヤード内の貯水タンクに溜めるものとする。なお、宿舎用の飲料

水は購入飲料水とする。 

3) 資材調達計画 

2)で述べた資材調達状況を考慮して、本計画の主要な資材の調達計画は表 3-2-4-8 のとお

りとする。 
表 3-2-4-8 資材調達先 

調 達 先 
資 材 名 規  格 

「ブ」国 日本国 第三国
備   考 

盛土材  ○   架橋地点から 5km 以内 
ｱｽﾌｧﾙﾄ 現場混合用   インド 「ブ」国内で購入 
ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤    インド 「ブ」国内で購入 
路盤材 砕石 ○    
セメント 普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ○    
混和材 減水剤  ○   
細骨材 砂 ○    
粗骨材 砕石 ○    
雑割石 20～25cm ○    
鉄筋 冷間圧延異形棒鋼   インド  
鋼製橋梁 耐候性鉄材  （○） タイ タイ製作、鋼材は日本調達 
高欄 鋼製   インド  
メタル支承 支承部品付  ○   
伸縮装置   ○   
橋面雨水桝 縦配水管付  ○   
蛇籠  ○  インド  
型枠用合板    インド  
支保工材 単管パイプ等   インド  
足場材 足場板、セパレータ等 ○ ○  セパレータ等は日本調達 
木材 型枠用、仮設用地 ○    
土嚢袋 仮設用   インド 「ブ」国内で購入 
燃料    インド 「ブ」国内で購入 

調達先割合（％） 13 30 57 インド 17％、タイ 40％ 

(2) 建設用機械 

1) 基本方針 

建設機械の調達については、我が国無償資金協力「道路建設機材整備拡充計画」で調達さ

れた機械を「ブ」国側（道路局）は優先的に協力対象事業の施工業者に貸与するとしており、

これらを利用した施工計画を立案する。ただし、分割が必要なラフタークレーン等、「ブ」

国が保有せず、また近隣国でも調達できない機械は、日本調達を基本とする。 
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2) 建設機械調達状況 

「ブ」国政府は、熟練工を含む建設作業員の不足を補うために、工事の機械化を進めている。

したがって、道路局や大きな建設業者は運送、土工、道路工、コンクリート工等に使用する建

設機械をある程度保有している。これらの機械の一般車両や小機材においてはインド製が、特

殊車両においては日本製が大部分を占めている。道路局の機械は直営工事に優先的に使用され

ているが、民間企業にも有料で貸し出しを行っている。しかしながら、現在は全国的に工事量

が多いので、機械不足になっている。よって、我が国無償資金協力「道路建設機材整備拡充計

画」で調達されたもの以外の建設機械を道路局から借り上げることは困難な状況である。 

3) 建設機械調達計画 

2)で述べた建設機械調達事情を考慮して、本計画の主要建設機械の調達計画は表 3-2-4-9
に示すとおりとする。 

表 3-2-4-9 建設機械調達先 

調 達 先 
資 材 名 規  格 

「ブ」国 日本国 第三国
備  考 

バックホウ 山積 0.8m3 ◯   土工（平積 0.6 m3） 
大型ブレーカ 1,300kg 級 ◯   土工 
ラフタークレーン 20 ton  ◯  下部工、上部工 
振動ローラ 0.8～1.1ton ◯   土工、舗装工 
タンパ 60～100kg ◯   土工、舗装工 
空気圧縮機 0.5m3/分 ◯   土工 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾚｰｶ 20 kg 級 ◯   土工 
エンジン式溶接機 250 A  ◯  仮設工 
発動発電機 20 kVA   インド 水替工、現場事務所・宿舎用 
発動発電機 45 kVA   インド 上部工（送出し工） 
発動発電機 200 kVA  ◯  上部工（ｹｰﾌﾞﾙｴﾚｸｼｮﾝ工） 
ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ 0.5 m3   インド  
水中ポンプ φ100 mm ◯   水替工 
ブルドーザ 15 ton ◯   土工 
ホイールローダー 1.2 m3 ◯   場内資材運搬工 
タイヤローラー 8～20 ton ◯   土工、舗装工 
ロードローラ 10～12 ton ◯   土工、舗装工 
散水車 10 m3 ◯   土工、舗装工 
トラック 8 ton ◯   土工、資材運搬工 
ベント資機材   ◯  上部工 
送出し資機材 手延べ式  ◯  上部工 
ｹｰﾌﾞﾙｴﾚｸｼｮﾝ資機材   ◯  上部工 

調達先割合（％） 8 85 7  
 

(3) 資機材輸送計画 

現地調達の建設資機材の受渡し場所は、材料生産地／資材倉庫／修理工場である。以下は主

に海外調達の建設資機材に関する輸送計画である。 
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1) 税関手続 

貿易会社はティンプー、プンチョリン（「ブ」国内の最大輸送中継地）にあり、数社の運

送会社が国際貨物の輸送に従事している。輸入手続書類が用意されていれば、税関手続は輸

入先により以下のような日数を要する。 

• インド ： プンチョリン にて 1～2 日（本通関） 
• その他の海外 ： コルカタ港にて 6～9 日（沖待ち、荷下ろし、仮通関）＋プンチョ

リン にて 1～2 日（本通関） 

2) コルカタ～プンチョリン間の輸送 

インド以外からの海外調達建設資機材はコルカタ港からプンチョリン (754 km)まで、表

3-2-4-10 に示す輸送車両にて運ばれる。輸送日数は 5～7 日間である。 

表 3-2-4-10 輸送車両 (コルカタ～プンチョリン) 

積載形状(m) 
車両タイプ 

長さ 幅 高さ 
最大積載重量 

(t) 
TATA 社製トラック 5 2.1 2.1 13 
トレーラ 12 2.4 2.4 24 
低床式トレーラ 6 3 3 30 
特殊低床式トレーラ 8 3.75 3.75 40 

3) プンチョリン～各橋梁サイト間の輸送 

① 輸送ルートと輸送期間 

プンチョリンでの荷物積替え期間は 3～5 日間である。 

その後の輸送ルート（プンチョリン～各橋梁サイト間）は南部地域の治安問題を考慮し

て、表 3-2-4-11 に示すとおり、「ブ」国内の道路を使用する。 

表 3-2-4-11 輸送ルート・輸送期間 

橋梁名 ワクリタル橋 タンマチュー橋 スンコシ橋 
プンチョリン プンチョリン プンチョリン 

→ 166km(国道 2 号)→ → 166km(国道 2 号)→ → 166km(国道 2 号)→ 
セムトカ セムトカ セムトカ 

→ 65km(国道 1 号)→ → 65km(国道 1 号)→ → 65km(国道 1 号)→ 
ワンディ・フォドラン ワンディ・フォドラン ワンディ・フォドラン 
→ 54km(国道 5 号)→ → 133km(国道 1 号)→トンサ → 72km(国道 5 号)→ 

橋梁サイト → 66km(国道1号)→ジャカール → 2km(県道)→ 
 → 180km(国道 1 号)→ 橋梁サイト 

輸 

送 

ル 

ー 

ト 

 → 50km(県道)→Site  
輸送距離 287 km 660 km 307 km 

TATA 社製 
トラック 2 日間 4～5 日間 2～3 日間 

トレーラー 3～4 日間 7 日間 3～4 日間 
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表 3-2-4-11 に示した輸送ルートには、表 3-2-4-12 や図 3-2-4-1 に示すような交通障害

地区が存在する。これらの資料より、輸送計画での留意点は以下のとおりである。 

• 雨期には法面崩壊の危険性が増すので、橋梁部材等の大規模輸送を計画しない。 
• 冬季には除雪のために通行止めがありうるので、輸送期間には余裕を持つ。 
• タンマチュー橋、スンコシ橋のように、許容荷重が 18t 未満の橋梁では対岸に資材

を輸送する場合に積荷の降ろし／積み直しが必要となる。 

表 3-2-4-12 輸送ルートにおける輸送障害リスト 

地点 No.* 位置(km) 交通障害状況 対策他 
1-1 154 2000.7 豪雨による沢の両側を含む大規模な山崩れ 2004 年に仮設橋完成 
1-2 166 ナムリン地区：法面崩壊の危険地区 バイパス建設中 
1-3 192-209 スルンシグラ峠：積雪・凍結、Mongar 側は悪路 除雪・塩散布 
1-4 226-232 ワントンラ峠：積雪・凍結 除雪・塩散布 
1-5 246-253 シェイタングラ峠：積雪・凍結 除雪・塩散布 
1-6 291-297 峠：積雪・凍結 除雪・塩散布 
1-7 322-330 ユトングラ峠：積雪・凍結&法面崩壊の地区 除雪・塩散布 
1-8 387-390 峠：積雪・凍結 除雪・塩散布 
1-9 420-428 ペレラ峠：積雪・凍結 バイパス供用済み 

1-10 529-534 ドチュラ峠：積雪・凍結 除雪・塩散布 
2-1 20 ソルチュン地区：法面崩壊の危険地区 ＊ 
2-2 43 ジュンジャ地区：法面崩壊の危険地区 ＊ 

 ＊クルバンディ～ゲデュ区間途中のバイパスとしてパサカ～モニタル道路建設中 
2-3 121 国道２号線の最高地点：積雪・凍結 除雪・塩散布 
5-1 W-77 チャチェイ地区：法面崩壊の危険地区 バイパス設計中 
5-2 W-54 ワクリタル橋：制限荷重 18ton 架替対象橋梁 
D-1 2 スンコシ橋：制限荷重 12ton 架替対象橋梁 
L-1 14 リワン地区：法面崩壊の危険地区  
L-2 50 タンマチュー橋：制限荷重 8ton 架替対象橋梁 

* 「図 3-2-4-1 輸送路障害状況」の地点 No. 

② 輸送車両・積載制限 

輸送車両は「ブ」国内の道路状況：ヘアピンカーブ、橋梁の重量制限により、下表 3-2-4-13
に示すものとする。 

表 3-2-4-13 輸送車両(プンチョリン～各サイト) 

積載形状(m) 
車両タイプ 

長さ 幅 高さ 
最大積載重量 

(t) 
TATA 社製トラック 4.2 2.1 2.1 8 
トレーラ（10 輪） 7 2.5 2.7 8 

注）トレーラは前１軸、後２軸 (10 輪)の低床式の貨物自動車である。 

上表のトレーラにて輸送される最大長尺資材は、長さと重量の関係により、9m (8t)とな

る。なお、道路規制によると、最大積載貨物重量は 8t、車両からのはみ出し長さは 2.5m
で、その幅は 1m までとなっている。 
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4) 日本調達の輸送経路及び期間 

日本側港からコルカタ港へのコンテナ船は多数あるが、在来船は月１回程度である。日本

側倉庫／工場から現場までの輸送日数は以下のとおりである。 

倉庫／工場～日本側港 ：7 日間 
出港～シンガポール港～チッタゴン港～コルカタ港 ：30 日間 
コルカタでの沖待ち及び荷下ろし ：5～7 日間 
コルカタでの仮通関 ：1～2 日間 
コルカタ～プンチョリンへの内陸輸送 ：5～7 日間 
プンチョリンでの本通関 ：1～2 日間 
プンチョリンでの「ブ」国トラックへの荷物積み替え ：2～3 日間 
プンチョリン～現場 ：3～7 日間  

合  計 54～65 日間 ＝ 2 ヶ月間 
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5) 輸送計画に係る積算条件 

1)～4)の輸送計画を反映した積算条件は、以下のとおりである。 

• 日本調達の資機材の輸送期間は約 2 ヶ月であるが、インド調達の場合では 3～7
日間である。 

• インド国内では大量輸送が可能であるが、「ブ」国内では少量輸送しかできない。 
• 資機材の総重量が「ブ」国内の橋梁の許容荷重を超える場合には、分割輸送を

行う。 
• 橋梁用鋼材は各橋梁ごとに輸送し、雨期には運び込まない。 

3-2-4-7 実施工程 

実施工程は以下に示す実施設計業務、入札業務、建設工事（施工管理業務）から成る。A
国債で実施する場合の実施工程を、表 3-2-4-14 に示す。 

(1) 実施設計業務 

「ブ」国政府とコンサルタント契約を結んだ我が国のコンサルタントが、以下の実施設

計業務を行う。 

• 3 橋梁の詳細設計業務 
• 事業費積算、入札関係書類、工事仕様書の作成 

(2) 入札業務 

「ブ」国政府の実施機関に代わって、コンサルタントが下記のような入札業務を日本国

内で行う。 

• 入札希望業者の資格審査書類の受付 
• 資格審査の実施 
• 入札と入札審査評価の作成 
• 施工業者の決定及び通知 

(3) 建設工事（施工管理業務） 

日本側の工事内容は、準備工、仮設工、橋梁下部工、橋梁上部工、取付道路工（暫定形）、

護岸工、後片付け工である。橋梁ごとに建設工期は異なるが、全体建設工期は 25.5 ヶ月と想

定される。工期全体にわたって、「3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画」に示す業務がコ

ンサルタントにより行われる。建設予定地の雨期は 6 月～9 月であり、この影響について、

以下のように建設工事工程に反映する。 
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• 雨期には地滑り、崖崩れや土石流により国道が頻繁に遮断される。したがって、鋼橋

部材等の建設資材や大型建設機械の輸送は、乾期に行う。 
• 雨期には河川の増水があるので、下部工基礎工事等、高水位以下の河川敷地内工事と

なる場合は、雨期を避ける。 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトにおける「ブ」国側分担事項は以下のとおりである。 

(1) 一般事項 

① 銀行取極め 
② 支払受権書（A/P）の通知手数料及び支払い手数料 

(2) 事業実施事項 

① 工事に必要な用地の収用・補償、用地リース、用地内障害物の撤去 
② 建設前における用地の埋立て・整地、フェンス等の配置（必要であれば） 
③ 港で荷揚げされる製品の関税の免除、通関手数料の免除 
④ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務の国内持込みに関して日本人に必要な便宜を

与えること 
⑤ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務に課される関税、国内税、付加価値税の支払

いを日本人に対して免除すること 
⑥ サイト近傍までの電気、水道、排水、その他付帯施設の配備  
⑦ 我が国による無償資金協力事業「道路建設機材整備拡充計画」で調達された機材を、本

プロジェクトの施工業者に優先的に貸与すること 
⑧ 日本側建設工事完了後の既存 3 橋梁の撤去工事 
⑨ 取付道路完成形の建設。必要であれば、日本側が施工した簡易舗装・砕石舗装を、「ブ」

国側は、工事を開始する前に撤去する。また、「完成形」の工事後に不要となった「暫定

形」の取付道路を撤去する。 
⑩ 本無償資金協力で建設される施設の適切な使用と維持管理 
⑪ 本無償資金協力で賄われる経費以外の施設建設に必要な経費を負担すること 

(3) その他 

① 用地補償、「ブ」国側工事実施に必要な予算の確保 
② 実施設計及び施工監理をおこなう我が国のコンサルタントとの契約 
③ 我が国の建設業者との建設工事契約 
④ 対象 3 橋梁に至る道路に存在するボトルネック橋梁改修工事の速やかな実施 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 維持管理体制 

本計画による橋梁は、車両の衝突等による主構部材の変形・破損が発生しない限り、後述

する表 3-4-2-1 の維持管理を行っていれば、完成後 20 年から 30 年の間は大規模な補修の必

要はない。また、本計画の鋼橋は耐候性鋼材を採用するので、一般鋼材の場合に必要な 10 数

年に 1 回の塗装は不要である。したがって、本計画の維持管理体制は、新たな維持管理組織

を創設せずとも、公共事業・居住省の道路局による現状の維持管理体制で実施可能である。 

ただし、交通量増加に伴う破損の進行により、伸縮装置の取替え等が将来必要となるため、

適切な維持管理予算の確保が必要である。  

3-4-2 維持管理方法 

(1) 定期点検及び保守・補修 

本計画の主体は 3 橋梁であるが、現道からの取付道路も維持管理の対象とする。橋梁完

成後の維持管理は、表 3-4-2-1 に示すように実施する必要がある。 

表 3-4-2-1 維持管理方法 
点 検 項 目 保 守・補 修 定期点検 

①橋面排水管 土砂等による排水管詰まりの清掃 3 ヶ月 
②伸縮装置 新種装置の緩み及びｼｰﾙｺﾞﾑ脱落の補修 3 ヶ月 
③高欄 車両の衝突等による損傷の補修 3 ヶ月 
④支承 堆積土砂等の除去 6 ヶ月 
⑤床版及び地覆 ひび割れ、剥離等の補修 １ヶ年 
⑥橋面 路面状況の点検と軽微な補修 １ヶ年 
⑦主構、床組、横構 損傷の補修 １ヶ年 
⑧橋台 ひび割れ、剥離等の点検と補修 １ヶ年 

橋 
 
 
 
梁 

⑨護岸 洗掘の点検と補修 １ヶ年 
①路面 路面状況の点検と軽微な補修 １ヶ月 
②路肩及び法面 表面処理、植栽、補強盛土 １ヶ月 
③側溝 堆積土砂等の除去 １ヶ月 
④マーキング 塗り替え １ヶ月 
⑤ガードレール 塗装、取り替え 6 ヶ月 

道 
 
 
路 

⑥擁壁 ひび割れ、剥離等の補修 1 ヶ年 

定期点検において重要なことは、将来の大規模な補修時期や規模を想定する資料とする

ために、橋梁及び道路の点検結果を記録（点検年月日、点検箇所、点検結果、点検者氏名

等）することである。そのために、定期点検システムを初期の段階から確立しておく必要

がある。 

(2) アスファルト舗装の補修 

橋面や取付道路は定期点検時の軽微な補修（パッチング、段差すり付け）の他に、アス

ファルト舗装の損耗のために、少なくとも 10 年に 1 回程度、以下の補修が必要となる。 
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• 橋  面 ： アスファルト舗装の打ち替え 
• 取付道路 ： アスファルト舗装のオーバーレイ 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本計画を我が国の無償資金協力により実施する場合、必要となる事業費総額は、「ブ」国

側負担分を含めて、約 13.64 億円となる。先に述べた我が国と「ブ」国との負担区分に基づ

く双方の経費内訳は、下記に示す積算条件によれば次のとおりに見積もられる。ただし、こ

の概算事業費は、即、交換公文（E/N）上の供与限度額を示すものではない。 

(1) 日本側負担事業費 
概算事業費 約 1,349 百万円 

「ブ」国内 ３橋梁（総延長 251.2m） 
費 目 概算事業費 

ワクリタル橋 
下部工 
上部工 
取付道路（暫定形） 

440.3 

タンマチュー橋 

下部工 
上部工 
護岸工 
取付道路（暫定形） 

300.8 
施 設 橋梁工 

スンコシ橋 

下部工 
上部工 
護岸工 
取付道路（暫定形） 

479.6 

1220.7 

実施設計・施工監理 128.7 

(2) 「ブ」国側負担事業費 

1) 3 橋の建設にかかる用地収用費 285,000 Nu.    (   65 万円) 

2) 
 

3 橋の仮設ヤード等を確保するた

めの用地借り上げ費 
324,000 Nu.   (   74 万円) 

3) 既設 3 橋梁の撤去費 3,000,000 Nu.    (  684 万円) 

4) 取付道路（完成形）の建設費 3,090,000 Nu.    (  704 万円) 

合   計 6,699,000 Nu.    ( 1,527 万円) 

(3) 積算条件 

1) 為替交換レート ： 1 US$ = 110.08 円 
1 Nu. = 2.28 円 

2) 施工期間 ： 実施期間は、実施設計（入札業務を含む） 7 ヶ月、建設工事 25.5 ヶ

月とし、実施工程は表 3-2-4-14 に示したとおりである。 
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3) その他 ： 本計画は日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるもの

とする。 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 定期点検及び保守・補修 

定期点検や軽度の保守・補修は道路局の直営方式とする。通常の年間維持管理費用は、

以下のように見積もられる。 
 

人件費(エンジニア、作業員) Nu 1,000/月×12 月×3 橋 ＝ Nu. 36,000
材料費 一式（人件費の 150%） ＝ Nu. 54,000
機械費（主に車両費） Nu 2,500/月×12 月×3 橋 ＝ Nu. 90,000

 合    計  Nu. 180,000
   （約 41 万円）

 

(2) アスファルト舗装の補修 

アスファルト舗装の補修は現地建設業者の施工として、橋梁ごとの補修工事は表 3-5-2-1
のように見積もられる。 

表 3-5-2-1 アスファルト舗装の補修費 

橋梁番号 橋梁名 橋面（打替え）

面積 （㎡） 
道路（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ）

面積 （㎡） 
工事費 
（千 Nu.） 

１ ワクリタル橋 516 600 346 

２ タンマチュー橋 385 303 213 

３ スンコシ橋 524 682 374 

合 計 1,425 1,585 933 
（約 213 万円）

 
3-6 協力対象事業実施に当っての留意事項 

「表 3-2-4-14 事業実施工程表」に示したように、第一次の橋梁架け替え計画では日本側

が負担した各既存橋梁の撤去及び取付道路（完成形）の建設工事を、本プロジェクトでは「ブ」

国側負担工事とした。既存橋梁の撤去については、一次の場合のような「現況の下流に近接

して新設橋梁が建設される」という困難な状況ではないこと、取付道路については、2005 年

2 月に「道路建設機材整備拡充計画」により道路局に対し道路建設機材が調達される予定であ

ことなどから、「ブ」国側にこれらの工事の十分な実施能力があると判断し、「資料－5 討

議議事録（M/D）」に示すように、「ブ」国側と合意したものである。 

ただし、現況交通を確保しながら既存橋梁が撤去できるように、日本側は、新橋に交通を

切り回すための「暫定形」の取付道路までを建設するものとした。この取付道路（暫定形）
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は、工事用道路を利用し、橋梁近傍のみ簡易舗装を施した砕石道路である。この道路は、幅

員、縦断線形、あるいは平面線形においても設計条件を満たさない場合がある。この状態で

日本側は「ブ」国側に引渡しを行い、「表 3-2-4-14 事業実施工程表」に示すように、2007
年度中に設計条件を満足する取付道路（完成形）を「ブ」国側が建設する予定とした。この

とき、不要となる取付道路（暫定形）の撤去も「ブ」国側の負担である。 

なお、実施設計時に作成する入札図書においては、日本側の業務範囲を明確にするため、

取付道路（暫定形）の設計図面のみを示すものとする。ただし、コンサルタントは、「ブ」国

側が参照できるように、取付道路（完成形）の設計図面も実施設計時に作成する。 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章  プロジェクトの妥当性 
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第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本プロジェクトの実施による効果は、次のようにまとめられる。 

(1) 直接効果 

1) 許容荷重の増加 

現在、許容荷重をそれぞれ 18t、8t、12t に制限されているワクリタル橋、タンマチュー

橋、スンコシ橋が、新たに整備されて許容荷重が 40t となる。 

2) 建設機械等輸送時間の短縮 

「ブ」国では、道路改良工事や雨期に崩壊した道路の復旧工事等のため、建設機械の

往来が激しい。「ブ」国内の建設機械は 12t クラスの小型のものが多いが、許容荷重が

8t に制限されているタンマチュー橋の通過にはこのクラスでも分解・組立が必要で、そ

の作業に 2 日を要する。許容荷重が 18t のワクリタル橋、12t のスンコシ橋では、12t ク
ラスの建設機械は自走で通過できるが、一旦トラックから機械を降ろして対岸で再度ト

ラックに積み込む作業を行うため、1 橋の通過に 30 分程度を要している。許容荷重 40t
で 2 車線を有する橋梁が整備されることにより、建設機械を積載したトレーラが対向車

を待ち合わせる必要もなく、常に 1 分未満で橋梁部を通過できるようになる。 

3) 大型車通行可能車種の増加 

現在、これら 3 橋では許容荷重が制限されているため、地域開発の進行で潜在的な需

要がありながら、2 軸のトラック（積載重量 8t 以下で通行量はワクリタル橋 26 台、タ

ンマチュー橋 9 台、スンコシ橋 13 台程度）のみ通行している。橋梁整備により、3 軸以

上のトラック、トレーラの通行が可能となる。 

(2) 間接効果 

1) 地域経済の活性化の促進 

幹線道路にて制限されていた重車両の通行が認められて、当該橋梁周辺の地域開発計

画が進展するとともに農産物・畜産物の迅速な出荷が可能となり、地域経済の活性化が

促進される。 

2) 他地域との経済格差の縮小 

ダガナ県、ルンツェ県では、他地域と県都を結ぶ唯一の県道上にボトルネックとなる

スンコシ橋、タンマチュー橋がそれぞれあり、これらが通行止めとなれば県都周辺地域

が孤立する状況にある。このような状況が改善され、より安定した幹線道路で他地域と

結ばれることで、他地域との経済的な結びつきが増して、経済格差が縮小する。 
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3) 住民生活レベルの向上 

永久橋の建設と周辺のボトルネック橋梁の整備により、市場・学校・病院等へのアク

セスが容易となり、その結果、住民の生活レベルが向上する。 

4) 地域・国レベルへの効果 

他の幹線道路上のボトルネック橋梁についても合わせて解消する（「ブ」国側負担によ

る）ことにより、「ブ」国内の資機材・生産物の移送が容易となり、当該県はもとより、

中長期的には、その周辺県の経済・産業開発をも促進する。その結果、地域間格差が是

正され、国全体の均衡ある発展に寄与する。 
 
4-2 課題・提言 

(1) 「ブ」国側負担工事の進捗 

本プロジェクトでは、各橋梁の取付道路建設工事を、「ブ」国側の負担とした。これは、

以下の理由による。 

① 既存橋梁（吊橋のアンカー及びケーブル）と干渉するため、日本側が新橋を完成し、

その後、「ブ」国側が既存橋を撤去した後でなければ、工事を開始できない取付道

路がある。 

② 2005 年 2 月には「道路建設機材整備拡充計画」により道路建設機材が調達される予

定であり、「ブ」国は取付道路を建設する十分な能力を有している。 

そのため、事業実施期間中において、これら「ブ」国側負担部分の予算化、工事着手が

予定どおり実施されているかどうかを注意深くモニタリングする必要がある。 

(2) 中小ボトルネック橋梁の解消 

本プロジェクトの実施は、首都ティンプーから対象 3 橋梁に至る道路上に存在する中小

ボトルネック橋梁 15 橋を、対象 3 橋梁の完成までに、「ブ」国側が自助努力により解消す

る（テンポラリーな対応を含む）ことを前提としている。そのため、本プロジェクトの事

業実施期間中において、道路局の示した以下の方針に添って中小ボトルネックの解消が適

切に実施されていることを、日本側はモニタリングする必要がある。 

• スパン 10m 以下のベイリー橋（3 橋）については、1～2 年で許容荷重 40t（Class A）

のコンクリート橋に架け替える。 
• スパン 10m～20m のベイリー橋（7 橋）については、その後に順次 Class A のコン

クリート橋に架け替えるが、それまでの間は、ベイリーパネルの補強、迂回路の建

設等により対応する。 
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• スパン 20m 以上の橋梁（5 橋）については、今回要請の 3 橋が完成するまでに Class 
A の永久橋へ架け替えることは、技術的にも、資金的にも困難であるので、当面、

ベイリーパネルの補強、迂回路の建設等により対応する。 

(3) 橋梁の設計・施工に関する技術移転 

「ブ」国側は、主要資材のほとんどを自給できるコンクリート橋に関する技術移転を強

く望んでいる。 

「ブ」国の急流河川においては中間橋脚を設けられないことが多く、（2）に挙げた中小

ボトルネック橋梁の 5 橋をはじめ、20m を越えるスパンとなる橋梁が数多く存在する。現

在、仮設のベイリー橋となっているこれらの箇所を Class A の永久橋に架け替えるには、

セメントや骨材等の主要材料のほとんどを自給できるコンクリート橋が望ましい。道路局

は、20m 未満の橋梁については鉄筋コンクリート橋（RC 橋）の標準設計を有しているが、

20m 以上のスパンに対するコンクリート橋の設計技術は有していない。そのため、技術協

力プロジェクトやカウンターパート研修等により、PC 橋等の橋梁設計に関する技術移転を

図ることが望まれる。 
 
4-3 プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは、「ブ」国の幹線道路上の 3 橋を架け替えるものであるが、幹線道路上

の他の中小ボトルネック橋梁についても合わせて解消することで、その裨益効果はより大き

くなる。「ブ」国側は、本計画が完了する 2007 年度末までに、これらの中小ボトルネックの

解消（テンポラリーな対応を含む）を「ブ」国側の負担で図るとしている。 

これらの幹線道路上のボトルネック橋梁が全て解消されることにより、「ブ」国内の資機

材・生産物の移送が容易となり、当該県はもとより、中長期的には、その周辺県の経済・産

業開発をも促進する。その結果、地域間格差が是正され、国全体の均衡ある発展に寄与でき

る。よって、本計画の裨益人口は、「ブ」国全住民（約 70 万人）と想定される。 

このように、本プロジェクトは、対象地域の道路網整備の早期実現に非常に有効で、対象

橋梁を含む沿線の経済活性化、地域住民の生活向上に寄与するとともに、地域間格差の是正

を通じて国土の均衡ある発展に寄与する。一方、要請対象の 3 橋梁は、スパンが 70m を越え

る仮設のベイリー吊橋で、このような長スパン橋梁を「ブ」国側が独自に永久橋へ架け替え

た実績はなく、技術的・資金的に架け替えは困難であることから、無償資金協力で架け替え

を実施することが妥当であると判断する。 
 
4-4 結 論 

本プロジェクトの実施により、対象地域における直接・間接の効果のほか、「ブ」国全体

に対する裨益効果が期待できる。 
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また、橋梁建設後の運営・維持管理については、「ブ」国側の体制・予算とも十分であり、

問題はない。しかしながら「ブ」国側が独自に本プロジェクトを実施することは、技術的・

資金的に困難である。よって、本プロジェクトは、我が国の無償資金協力で実施することが

妥当である。 
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(1) 基本設計現地調査 

担 当 調査団員氏名、所属 

総括 
新井 和久  
JICA 無償資金協力部  
業務第二グループ生活環境改善チーム 主査 

計画管理 
杉田 樹彦 
JICA 無償資金協力部  
業務第二グループ交通インフラチーム 

業務主任／道路維持管理計画 米山 秀樹 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

橋梁設計Ⅰ 小林 茂 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

橋梁設計Ⅱ 村上 幸生 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

自然条件調査Ⅰ（測量／地質）

／環境社会配慮 
鈴木 赳暢 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

自然条件調査Ⅱ（河道特性／水

文） 
加藤 健一郎 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

施工・調達計画／積算 水越 和雄 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

 
 
(2) 基本設計概要説明調査 

 

担 当 調査団員氏名、所属 

総括 杉本 充邦  
JICA ブータン駐在員  

業務主任／道路維持管理計画 米山 秀樹 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

橋梁設計Ⅰ 小林 茂 
㈱ パシフィックコンサルタンツインターナショナル 
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(1) 基本設計現地調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 基本設計概要説明調査 

 
 

【資料-2 調査行程】 

業務主任／道路
維持管理計画

橋梁設計(I)
自然条件調査I

(測量/地質)／環
境社会配慮

自然条件調査II
（河道特性／水

文）
橋梁設計(II)

施工･調達計画／
積算

米山　秀樹 小林　茂 鈴木　赳暢 加藤　健一郎 村上　幸生 水越　和雄

1 6月 17日 木

2 18日 金

3 19日 土

4 20日 日

5 21日 月

6 22日 火

7 23日 水

8 24日 木 ワチ橋調査 現地再委託 質問表回収 現地再委託 質問表回収

9 25日 金 パロ発バンコクへ

10 26日 土 バンコク発成田へ 成田発バンコクへ

11 27日 日 バンコク発パロへ

12 28日 月

13 29日 火

14 30日 水

15 7月 1日 木 成田発バンコクへ

16 2日 金 バンコク発パロへ

17 3日 土

18 4日 日

19 5日 月 現地調査(ｽﾝｺｼ橋)

20 6日 火 現地調査(ﾜｸﾘﾀﾙ橋)

21 7日 水 ｼﾞｬｶｰﾙへ移動

22 8日 木

23 9日 金

24 10日 土

25 11日 日

26 12日 月

27 13日 火

28 14日 水

29 15日 木 パロ発バンコクへ

30 16日 金 バンコク発成田へ

31 17日 土

32 18日 日 団内会議 団内会議 団内会議

33 19日 月

34 20日 火

35 21日 水

36 22日 木

37 23日 金
道路局との協議／
JICA事務所報告

道路局との協議／
JICA事務所報告

パロ発バンコクへ

38 24日 土 パロ発バンコクへ パロ発バンコクへ 鋼橋製作工場調査

39 25日 日 バンコク発成田へ バンコク発成田へ バンコク発成田へ

スンコシ橋　測量・地盤調査指示

ワクリタル橋　測量・地盤調査指示

ワクリタル橋・スンコシ橋
ボトルネック調査

タンマチュー橋　ボトルネック調査 タンマチュー橋　測量・地盤調査指示

移動（クリ→ジャカール）

移動（ジャカール→ティンプー）

技術検討、資料収集・
整理

関係機関との協議、方針確認、資料収集・整理

健全度調査
(ﾜﾝﾃﾞｨｶﾞﾝ橋、ｲｼｶﾞﾝ

ﾁｭｰ橋)

移動（ジャカール→タンマチュー）

健全度調査（タンマチュー橋）

移動（ジャカール→ティンプー）

関係機関との協議、技術検討

現地再委託準備／資料収集

移動（ジャカール→タンマチュー）／現地調査（タンマチュー橋）

移動（クリ→ジャカール）

環境社会配慮／河川・水文・氷河湖決壊等
に関する技術検討、資料収集・整理

団内打合せ（ワンディ・フォドラン）

移動（ワンディ・フォドラン→ジャカール）

健全度調査(ｽﾝｺｼ橋、ﾜｸﾘﾀﾙ橋)

健全度調査
(ﾗﾜｶｰ橋、ﾒﾁｺｰﾗ橋)

技術検討、資料収集・
整理

官団員日順 日　時

ミニッツサイン、JICA事務所に報告

成田発11:00 － バンコク着15:30  TG641

バンコク発06:50　－　パロ着11:10、JICAブータン事務所　MOWHS表敬訪問および打合せ

現地視察(ティンプー→スンコシ橋調査)

現地視察(ワクリタル橋調査→ティンプー)

公共事業・定住省との協議

公共事業・定住省との協議／ティンプー高速道路　コンクリート橋調査（3橋）

現地再委託
／環境調査
結果整理

資料収集・整理

団内打合せ、スケジュール確認

ＪＩＣＡ現地事務所用中間報告資料作成・報告

資料収集・整理

資料収集・整理

パロ発バンコクへ

バンコク発成田へ
技術検討、資料収集・

整理
現地再委託
結果整理
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【資料-3 関係者（面会者）リスト】 

氏名 職位 部・課 局 省

Kinzang Dorji Minister
Ministry of Works &
Human Settlement

Tshering Dorji Secretary
Ministry of Works &
Human Settlement

Phuntsho Wangdi Director -
Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Kunzang Wangji
Superintending
Engineer

Survey & Design
Division

Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

M. N. Lamichaney
Superintending
Engineer

Bridge Division
Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Sonam K. Tshering Executive Engineer
Road Bridge Section,
Bridge Division

Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Karma Tenzin Assistant Engineer Road Bridge Section
Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Jigme Dorji Executive Engineer
Field Division,
Lingmethang

Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Sonam Dorji Joint Director Mechanical Division
Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Phuba Gyelsshen Exectutive Engineer Mechanical Division
Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Masatoshi Sasaki JICA Expert Bridge Division
Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Kazumasa Suzuki
JICA Senior
Volunteer

Geo-Tech Unit, Survey
& Design Division

Department of Roads
(DoR)

Ministry of Works &
Human Settlement

Tashi Dorji Executive Engineer
Planning & Coordination
Division (PCD)

Department of Energy
(DoE)

Ministry of Trade &
Industry (MTI)

Ajay Pradhan
Computer
Programmer

Hydrology Services
Department of Energy
(DoE)

Ministry of Trade &
Industry (MTI)

Kinga Sonam Techinical Officer Meteorology Services
Department of Energy
(DoE)

Ministry of Trade &
Industry (MTI)

Puspati Sharma Assistant Engineer Hydrology Section
Department of Energy
(DoE)

Ministry of Trade &
Industry (MTI)

J.B. Basnet
Assistant Scientific
Officer

Hydrology Section,
Hydromet Services
Division

Department of Energy
(DoE)

Ministry of Trade &
Industry (MTI)

Karma Junior Geologist
Division of Geological
Survey

Department of
Geology and Mines

Ministry of Trade &
Industry (MTI)

Yeshey Penjor
Environmental
Assessment Officer

National Environment
Commission

Autonomous Agencies,
Bhutan

-

佐々木 雅敏 JICA 専門家 橋梁部 道路局（DOR） 公共事業・定住省

鈴木 一正
JICA シニアボラン
ティア

調査設計部
地質調査課

道路局（DOR） 公共事業・定住省

山家 雄三郎
JICA シニアボラン
ティア

-
品質管理規準局
（SQCA）

公共事業・定住省

杉本 充邦 駐在員

(2)　日本側

　1)　JICA関係者

　2)　JICAブータン事務所

(1)　ブータン側

貿易産業省（MTI）　地質鉱山局

国家環境委員会（NEC）

公共事業・定住省（MoWHS）

公共事業・定住省（MoWHS）　道路局（DoR）

貿易産業省（MTI）　エネルギー局（DoE）



【資料-4　当該国の社会経済状況】

主要指標一覧

１９８９年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
２００１年の
地域平均値

国土面積（１０００km
2
） 47 47 47 47 n.a.

人口（百万人） 0.6 0.8 0.8 0.8 1,377.8

人口増加率（％） 2.1 2.9 2.8 2.7 1.7

出生時平均余命（歳） n.a. n.a. 62 63 63

妊産婦死亡率（ ／１０万人） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

社 乳児死亡率（ ／１０００人） n.a. n.a. 57.6 74.0 70.6

会 一人当たりカロリー摂取量（kcal/１日）*1 n.a. n.a. n.a. n.a. 2,701

指 初等教育総就学率(男)(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

標 　　　　　　　　(女)(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

等 中等教育総就学率(男)(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

　　　　　　　　(女)(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

高等教育総就学率(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

成人非識字率（15歳以上の人口の内：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 44.7

絶対的貧困水準（1日1＄以下の人口比：％） n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

失業率(％) n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.
GDP（百万USドル） 270 437 487 533 613,755

一人当たりGNI（USドル） 530 570 590 640 450
実質GDP成長率(％) 4.2 7.0 7.0 7.0 4.9
産業構造（対GDP比：％）

　　　農業 44.7 34.6 33.2 n.a. 24.9
　　　工業 25.6 36.9 37.3 n.a. 25.9
　　　サービス業 29.8 28.5 29.5 n.a. 49.2
産業別成長率(％)

経 　　　農業 2.5 3.0 2.5 n.a. 4.2
　　　工業 5.4 12.3 10.4 n.a. 3.4

済 　　　サービス業 7.8 3.2 5.7 n.a. 6.0
消費者物価上昇率（インフレ：％） 8.8 6.8 n.a. n.a. n.a.

指 財政収支（対GDP比：％） -10.7 -1.6 -3.5 -9.9 -4.9
輸出成長率（金額：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 9.1

標 輸入成長率（金額：％） n.a. n.a. n.a. n.a. 4.6
経常収支（対GDP比：％） -26.2 -22.4 -26.0 -20.3 n.a.
外国直接投資純流入額（百万ドル） 0 1 0 0 4,066
総資本形成率（対GDP比：％） 31.7 41.2 48.7 n.a. 21.6
貯蓄率（対GDP比：％） 14.3 14.2 18.5 n.a. 19.4
対外債務残高（対GNI比：％） 2.4 1.6 1.3 1.2 2.3
DSR（対外債務返済比率：％） 7.0 5.1 4.2 3.3 12.7
外貨準備高（対輸入月比：％） 7.2 13.3 12.1 11.1 6.9
名目対ドル為替レート*2 16.226 43.055 44.942 47.186 n.a.
（通貨単位：ヌルタム Ngultrum)

  政* 政治体制：君主制
  治 憲法：成文憲法はない
  指 元首：国王。ｼﾞｸﾞﾒ･ｼﾝｹﾞ･ﾜﾝﾁｭｸ(Jigme Singye WANGCHUCK)。第4代。1972年7月24日即位

  標 議会：ﾂｫﾝﾄﾞｩ(Tshogdu)。１院制。150議席

出典　World Development Indicators CD-ROM 2003 World Bank

　　　*1  FAO Food Balance Sheets 2003年6月 FAO Homepage

　　　*2  International Financial Statistics Yearbook 2002 IMF

　　　*3  世界年鑑　2004　共同通信社

注　●「人口」、「GDP」及び「外国直接投資純流入額」の「2001年の地域平均値」においては、地域の総数を示す

　　●地域は南アジア。ただし「一人当たりカロリー摂取量」における地域はアジア広域

指標項目
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政府歳入・歳出［ブータン］
２０００年 ２００１年 ２００２年
(百万ﾇﾑﾀﾑ) (百万ﾇﾑﾀﾑ) (百万ﾇﾑﾀﾑ) (百万US$)* 対GDP比**

歳入＋贈与受取額 7,859.5 8,686.7 8,059.0 165.8 29.3%
　歳入 4,585.4 4,975.7 5,140.6 105.8 18.7%
　　経常歳入 4,514.1 4,899.6 5,102.9 105.0 18.5%
　　　租税収入 1,977.1 1,916.9 2,196.5 45.2 8.0%
　　　非税収入 2,537.0 2,982.7 2,906.4 59.8 10.6%
　　資本歳入 71.3 76.1 37.7 0.8 0.1%
　贈与受取額　 3,274.1 3,711.0 2,918.4 60.0 10.6%
歳出＋純貸付額 8,624.1 11,177.5 9,815.7 201.9 35.7%
　歳出 8,334.2 10,716.5 9,813.7 201.9 35.6%
　　経常歳出 3,702.1 4,435.6 4,611.1 94.9 16.7%
　　資本歳出 4,632.1 6,280.9 5,202.6 107.0 18.9%
　純貸付額 289.9 461.0 2.0 0.0 0.0%
財政収支 -764.6 -2,490.8 -1,756.7 -36.1 -6.4%

歳出内訳［ブータン］
２０００年 ２００１年
(百万ﾇﾑﾀﾑ) (百万ﾇﾑﾀﾑ) (百万ﾇﾑﾀﾑ) (百万US$)* 内訳 対GDP比**

歳出 8334.2 10716.5 9813.7 201.9 100.0% 35.6%
　一般サービス 1787.0 2466.6 2149.9 44.2 21.9% 7.8%
　国防 - - - - - -
　公安 453.6 474.6 486.1 10.0 5.0% 1.8%
　教育 1120.5 1215.2 1528.4 31.4 15.6% 5.6%
　保健・医療 768.3 804.0 1002.2 20.6 10.2% 3.6%
　社会保障・福祉 - - - - - -
　住宅・生活関連施設 276.9 279.3 751.0 15.4 7.7% 2.7%
　ﾚｸﾘｭｴーｼｮﾝ・文化 69.5 113.9 172.2 3.5 1.8% 0.6%
　エネルギー 1990.4 3349.9 1289.2 26.5 13.1% 4.7%
　農林水産業 666.0 753.1 1007.2 20.7 10.3% 3.7%
　鉱工業・建設業 42.7 24.2 28.9 0.6 0.3% 0.1%
　運輸・通信 1029.9 1084.0 1216.8 25.0 12.4% 4.4%
　その他 129.4 151.7 181.8 3.7 1.9% 0.7%

-：0または四捨五入すると0になる数　　 会計年度は7月～6月
p：The letter p denotes data that are preliminary or provisional.
 *：対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄ出典はThe World Fact Book 2003 CIA Homepage
**：GDPの出典はThe World Economic Outlook 2003 IMF Homepage
出典　Government Finance Statistics Yearbook 2002  IMF

JICAの対ブータン技術協力

注：年の区切りは日本の会計年度（4月～3月）。また対ﾄﾞﾙ換算ﾚーﾄはOECD Homepageによる。

出典　JICA実績表　2003年3月　国際協力機構

我が国の対ブータンODA実績 　(支出純額、単位：百万ドル）

注：年の区切りは1月～12月の暦年。  (   )内はODA 合計に占める各形態の割合(%)。

出典　ODA国別データブック 2002 外務省

DAC諸国・国際機関の対ブータンODA実績 　(支出純額、単位：百万ドル）

注：年の区切りは1月～12月の暦年。 出典　ODA国別データブック 2002 外務省

２００２年p

２００２年p

２００２年

無償資金協力 技術協力 計 支出総額 支出純額

97 11.29(70) 4.92(30) 16.21(100) ― ―(―) 16.21(100)

98 4.31(51) 4.15(49) 8.47(100) ― ―(―) 8.47(100)

99 11.23(63) 6.58(37) 17.81(100) ― ―(―) 17.81(100)

2000 0.86(12) 6.32(88) 7.18(100) ― ―(―) 7.18(100)

2001 7.42(63) 4.36(37) 11.78(100) ― ―(―) 11.78(100)
累計 152.43(72) 59.41(28) 211.87(100) ― ―(―) 211.87(100)

暦年 贈　　　　　与 政　府　貸　付 合　　　計

暦年 うち日本 合計

98 デンマーク 12.5 日本 8.5 オーストリア 7.5 スイス 4.8 オランダ 2.9 8.5 41.0

99 日本 17.8 デンマーク 13.5 オーストリア 11.6 スイス 4.8 オランダ 2.1 17.8 53.0

2000 日本 7.2 ドイツ 1.0 豪州 0.7 カナダ 0.6 スウェーデン 0.3 7.2 33.7

暦年 その他 合計

98 ADB 3.8 UNDP 3.1 CEC 2.8 UNICEF 1.5 WFP 1.3 3.5 16.0

99 UNDP 3.9 CEC 3.5 UNTA 2.0 ADB 1.5 UNFPA 1.3 2.6 14.7

2000 ADB 6.3 UNDP 3.4 IDA 3.3 UNTA 1.8 WFP 1.5 3.7 20.0

5位1位 2位 3位 4位

5位1位 2位 3位 4位

通貨単位 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 累計

億円 5.58 6.36 5.42 4.90 6.75 74.32

百万ドル 4.26 5.58 5.03 4.03 5.39
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(1) 基本設計現地調査時（2004 年 6 月 23 日） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【資料-5 討議議事録（M/D）】 
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 (2) 基本設計概要説明調査時（2004 年 10 月 15 日） 
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事業事前計画表（基本設計時） 

 
１． 案件名 

ブータン王国第二次橋梁架け替え計画 

２． 要請の背景（協力の必要性、位置付け） 

ブータン国の道路網は、東西道路（1 号線）と 4 本の南北線（2～5 号線）からなる国道網

を骨格として構成され、主として公共事業・定住省の道路局（DOR）が管理している（国

道 2 号線、3 号線はインド政府が管轄）。国土の大部分が山岳地帯であるブータン国では、

これらの幹線道路を中心とする道路交通が唯一の交通・輸送手段である。そのため、効率

的で安全な道路網の確立が、ブータン国の社会・経済の発展に不可欠となっている。 

このような背景から、ブータン国公共事業・定住省は、第 9 次五ヵ年計画（2002~2007 年）

において、国道の拡幅、地方道の新設、既存道路・橋梁の維持・補修、既存橋梁の架け替

え等のプロジェクトからなる道路網整備計画を進めている。これらプロジェクトの上位目

標は、第 9 次五ヵ年計画のセクタープログラムによれば、以下のように設定されている。

① 各種社会サービスへのアクセス向上による地方居住者の生活レベルの向上 
② インド領域内道路に頼らない交通網の確立 
③ 信頼性の高い道路網の確立による、利便性・安全性の向上 

このような道路網を確立するためには橋梁の整備も必要となるが、DOR が管轄する道路上

には、いまだに 1980 年代に建設された耐用年数の短い（20~25 年）仮設橋であるベイリ

ー橋が多い。これら老朽化が進行した橋梁について、DOR は、スパンの短い（10m 程度

以下）橋梁のみ永久橋（鉄筋コンクリートスラブ橋）に架け替えてきたが、10m を越える

橋梁については技術的・資金的問題から対応に遅れを生じている（スパンが 30m を越える

鉄筋コンクリート橋、トラス橋も国内にあるが、これらのほとんどはインドが管轄する国

道 2 号線、3 号線上にあり、インド陸軍工兵隊（DANTAK）が建設したものである）。 

「第二次橋梁架け替え計画」は、第 9 次五ヵ年計画で進める道路網整備計画の一部に位置

付けられ、第 8 次五ヵ年計画で我が国無償資金協力により実施された 5 橋に続き、幹線道

路（国道及び県道）の老朽化した主要橋梁 3 橋を架け替えるものである。要請対象の 3 橋

梁は、スパンが 70m を越える仮設のベイリー吊橋である。このような長スパン橋梁を DOR
が独自に永久橋へ架け替えた実績はなく、技術的・資金的に架け替えは困難であることか

ら、我が国の無償資金協力によることが妥当であると判断した。 

３． プロジェクト全体計画概要  注：無償資金協力が直接関与する事項は、下線で明示した 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

① 首都あるいは県都へのアクセスが改善され、地方居住者の生活レベルが向上する。 
② ブータン国南部地域において、インド領域内道路に頼らない交通網が確立する。 
③ 信頼性の高い道路網が確立し、ブータン国全土において利便性・安全性が向上する。

【資料-6 事業事前計画表（基本設計時）】 
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裨益対象： ブータン国全住民  約 70 万人     

(2) プロジェクト全体計画の成果 

① 国道が 2 車線に拡幅される 
② 車両が進入できない地域に地方道が新設される 
③ 既存道路・橋梁が適切に維持・補修される 
④ 老朽化した既存橋梁が架け替えられる 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

① 国道を拡幅する。 
② 地方道を新設する。 
③ 既存道路・橋梁を維持・補修する。 
④ 既存橋梁を架け替える。 

(4) 投入（インプット） 

① 日本側： 無償資金協力 13.49 億円 
② ブータン側： 

a. 我が国無償資金協力「道路建設機材整備拡充計画」で調達される機材の本件施工業

者に対する優先的貸与 
b. 3 橋の建設に係る用地の確保 
c. 3 橋の仮設ヤード用地の借り上げ 
d. 既存 3 橋梁の撤去 
e. 取付道路の建設 

(5) 実施体制 

実施機関： 公共事業・定住省道路局（DOR）  
 
４． 無償資金協力案件の概要 

(1) サイト 

① ブータン国国道 5 号線沿いワンディ・フォドラン県及びチラン県の県境に位置するワクリ

タル地区 
② ブータン国県道ルンツェ線沿いルンツェ県に位置するタンマチュー地区 
③ ブータン国県道ダガナ線沿いチラン県及びダガナ県の県境に位置するスンコシ地区 

(2) 概要 

① 国道 5 号線上におけるワクリタル橋の架け替え（橋長 86m） 
② 県道ルンツェ線上におけるタンマチュー橋の架け替え（橋長 70m） 
③ 県道ダガナ線上におけるスンコシ橋の架け替え（橋長 95m） 
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(3) 相手国側負担事項 

① 3 橋の建設に係る用地の確保 
② 3 橋の仮設ヤード用地の借り上げ 
③ 既存 3 橋梁の撤去 
④ 取付道路の建設 

(4) 概算事業費 

概算事業費 13.64 億円（無償資金協力 13.49 億円、ブータン国側負担 0.15 億円） 

(5) 工 期 

詳細設計・入札期間を含め約 32.5 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

3 橋梁とも架橋地点での住民移転はなく、貴重な動植物の生息は確認されない。本プロジェク

トは「JICA 環境社会配慮ガイドライン」のカテゴリーC に分類される。一方、ブータン国の

環境アセスメント法ではカテゴリーD に相当し、同国の国家環境委員会（National 
Environmental Committee） の事業認可を取得するための調査を実施している。 
 

５． 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

① ブータン国南部の不安定な治安状況が、ブータン国内部に広がらない。 
② 予測できない氷河湖決壊による洪水が起こらない。 
 
６． 過去の類似案件からの教訓の活用 

(1) 耐候性鋼材の採用 

第一次の「ブータン国橋梁架け替え計画」では、鋼橋に耐候性鋼材を採用し、その維持管理コ

ストの低減効果をブータン国側が高く評価した。本調査でも、初期コストにおいて一般鋼を塗

装する場合と大差ないこと、一次で建設した橋梁の錆の生成状況が良好であること等を確認し

たため、耐候性鋼材を採用した。 

(2) 事業費の低減 

第一次の「ブータン国橋梁架け替え計画」では、日本国内で鋼橋を製作し輸送することとした

ため、橋梁規模に比して事業費が大きくなった。第二次の基本設計調査では、近年、タイ国で

橋梁製作業者の技術力が向上している点に着目し、第三国調査（タイ国）を実施した。その結

果、日本人技術者の指導のもとにタイ国でも鋼橋（ランガー橋）の製作が可能であると判断し

た。このような第三国での橋梁製作による事業費の低減のほか、ブータン国側にも既存橋梁撤

去、取付道路建設、「道路建設機材整備拡充計画」で調達される機材の本件施工業者への優先

貸与を求め、日本側負担分事業費の低減を図った。 
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７． プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

① 許容荷重の増加 

現在、許容荷重をそれぞれ 18t、8t、12t に制限されているワクリタル橋、タンマチュー

橋、スンコシ橋が、新たに整備されて許容荷重が 40t となる。 

② 建設機械等輸送時間の短縮 

ブータン国では、道路改良工事や雨期に崩壊した道路の復旧工事等のため、建設機械の往

来が激しい。ブータン国内の建機は 12ｔクラスの小型のものが多いが、タンマチュー橋

の通過にはこのクラスでも分解・組立が必要で、その作業に 2 日を要する。ワクリタル橋

のように自走で通過できる場合でも、機械の積み降ろしのため、1 橋の通過に 30 分程度

を要する。道路局の建設機材基地があるワンディ・フォドラン県ヘソタンカ地区からスン

コシ橋の先まで建設機械を運搬する場合には、ワクリタル橋のほかにも 10 橋の中小ボト

ルネック橋梁が存在し、各橋梁を自走で通過するために、計 9 時間程度を要している。プ

ロジェクト全体計画の目標が達成されれば、トレーラに建設機械を積載したままこれらの

橋梁を通過できるようになり、輸送時間が 3 時間に短縮される。 

③ 大型車通行可能車種の増加 

現在、これら 3 橋では許容荷重が制限されているため、地域開発の進行で潜在的な需要が

ありながら、2 軸のトラック（積載重量 8ｔ以下で通行量はワクリタル橋 26 台、タンマ

チュー橋 9 台、スンコシ橋 13 台程度）のみ通行している。橋梁整備により、3 軸以上の

トラック、トレーラの通行が可能となる。 

(2) その他の成果指標 

日平均交通量の増加 
幹線道路にて制限されていた重車両の通行が認められ、当該橋梁周辺の地域開発計画が進展す

るとともに農産物・畜産物の迅速な出荷が可能となり、地域経済が活性化して、橋梁の日平均

交通量が増加する。    

(3) 評価のタイミング 

2010 年以降（施設完工後、3 年経過後） 
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【資料-7 参考資料／入手資料リスト】 
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(1) ワクリタル橋の事業承認（EC） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【資料-8 環境に関する事業承認】 
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(2) タンマチュー橋の事業承認（EC） 
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(3) スンコシ橋の事業承認（EC） 
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